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企業の不正事例に対する情報開示の考え方

が、会社法・金融商品取引法施行に伴う法的

側面、近年の企業倫理・企業の社会的責任に

対する世間の期待水準の高まり、等の影響を

受け、変化してきている。不祥事が発生した

企業においては、こうした状況を反映し、そ

の不祥事の調査に当たり、調査の客観性・専

門性を目的に、弁護士・大学教授等を起用し

た第三者委員会を組織し、また、Website上

のニュースリリースにて、調査報告書をはじ

めとする不祥事に関する情報を開示する例が

増えている。

当ＣＩＡフォーラム研究会No.31では、

2008年～2009年にかけて、企業のWebsite上

に開示されたニュースリリース・調査報告書

等より、経営トップの不正・不祥事にハイラ

イトを当てて３事例を選び、経営トップの暴

走、不祥事を未然に防ぐコーポレート・ガバ

ナンス・内部統制のあり方（内部監査人の果

たす役割を含む）を考察した。

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスと内部統制に

ついて

１．コーポレート・ガバナンス

２．会社法と金融商品取引法

３．不正を防止するための機関設計

４．不正防止・発生時における監査役の役

割

５．不正防止の内部統制システムと内部監

査人の役割

６．実証事例におけるコーポレート・ガバ

ナンスと内部統制上の問題点

Ⅱ．不正事例発覚に伴う調査のあり方

１．調査委員会の目的

２．調査委員会の構成

３．外部（第三者）委員会についての考察

４．監査役と外部（第三者）委員会との関

係

Ⅲ．実証事例

１．Ｆ社事例

２．ＮＫＮ協会事例（ただし事例概要のみ）

３．ＮＭ社事例（ただし事例概要のみ）

Ⅳ．添付別表
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１．不祥事事例と内部統制の構成要素

２．経営トップの暴走や不正防止に対する

ガバナンス・内部統制上の問題点

３．自分がその内部監査人（監査役）だっ

たら

Ⅰ．コーポレート・ガバナンス
と内部統制について

１．コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンスの目的は、企業

の不正行為の防止ならびに競争力・収益力の

向上の２つの視点を総合的に捉え、長期的に

企業価値・株主価値の増大を目指すことであ

り、そのための企業経営の仕組み・基本設計

はいかにあるべきかという議論が重ねられて

きた。

わが国においては、2006年５月施行の会社

法が、①株式会社の規模、②株式の譲渡制限

の有無の２つの軸でコーポレート・ガバナン

スの型を規定している。また、2007年９月施

行の金融商品取引法において、上場企業の財

務報告の内部統制の観点から企業の情報開示

のあり方に影響を与えている。

２．会社法と金融商品取引法
2006年５月施行の会社法は、取締役の職務

の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制、その他株式会社の業務の

適正を確保するために必要なものとして法務

省令で定める体制の整備、いわゆる「内部統

制システム」の構築を取締役会が取締役に委

任することを認めず、大会社で取締役会設置

会社の場合には取締役会において機関決定す

ることを義務付けた（会社法362条第４項、

第５項、会社法施行規則第100条）。その決定

を受けて、代表取締役社長が「内部統制シス

テム」を構築しなければならない、とした。

取締役は、取締役会を通じて、代表取締役社

長が内部統制に対する職務を適切に遂行して

いるかを監視し、また監査役は内部統制にか

かる代表取締役の職務と取締役の監視義務が

適切に執行されているかどうかを監査（評価）

することになる。

また、会社法は、大会社で公開会社である

場合を除き、「定款自治」の考え方の下に、

会社の機関の選択を大幅に会社に委ねたが、

大会社で公開会社の場合は従前どおり、①取

締役会（監督）＋代表取締役（執行機関）＋

監査役会（監査機関）、②取締役会（監督・

監査機関：指名・報酬・監査委員会）＋代表

執行役・執行役（執行機関）である。この２

つが大会社で公開会社のコーポレート・ガバ

ナンスの基本形である。

更に、2007年９月施行の金融商品取引法は、

上場会社に対して財務報告の内部統制報告書

提出義務やコーポレート・ガバナンス、内部

統制システムに関する情報開示を求めること

により、取締役（執行役）、監査役、特に代

表取締役（代表執行役）の当事者意識に大き

な変化をもたらした。

これらの機関設計を通じてコーポレート・

ガバナンス体制の構図を確立し、それぞれに

付与された権能が十分・十全に発揮されれ

ば、コーポレート・ガバナンスも内部統制も

上手く機能するはずである。しかしながら、

雪印事件（2000～2001年）、カネボウ事件

（2005年）のように、会社ぐるみの法令違反

や不正の結果として、会社の存続が危うくな

った事例を既に経験してきているにもかかわ

らず、未だに一部の企業には企業内外に旧態

依然の風土や統制環境が立ちはだかり、指針

どおりに機能しない現実に直面し、企業不祥

事が続いている。研究会として、経営トップ

の不祥事に絞り、その防止には何が必要かを

考察した。

注）②の委員会設置型会社は、2002年改正商

法によって、新たに追加された「委員会

等設置会社（みなし大会社を含む）」が

前身であるが、（社）日本監査役協会の調べ
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によると、2010年３月27日現在、上場73

社、非上場38社、合計111社であり（（社）

日本監査役協会　http://www.kansa.or.

jp/PDF/iinkai_list.pdf）、上場企業に限っ

ては全上場企業数約3,900社のうちの約

２％程度に過ぎない。したがって、本稿

では、①の型を中心に論じることとする。

３．不正を防止するための機関設計
（1） 外部および内部からの監督・監視・

監査力の強化体制確立

コーポレート・ガバナンス充実のために

は、経営トップと独立な社外取締役・社外監

査役の充実、その機能を発揮できる人選、著

名人に頼らずとも真摯に取組むことができる

人材（ＣＩＡ（公認内部監査人）等）の活用、

および、その機能を支える企業情報の透明性

の向上、情報提供インフラの拡充、情報開示

姿勢の徹底が必要である。また企業内部で監

査人として活動する内部監査人、日常の監督

を行う常勤監査役ならびに監査役スタッフの

不正・不祥事の発見力の向上、内部通報制度

の確立、組織を挙げた隠蔽体質からの脱却努

力が必要である。更に、内部情報に精通する

内部監査人・常勤監査役と社外取締役・社外

監査役・会計監査人との日常的情報交換・連

携を推進することにより、監督・監視・監査

力を強化できると考える。

（2） 内部監査人に対する人事権・考査

権と常勤監査役指名権

内部監査人に対する人事権・考査権と常勤

監査役の実質的な指名権を、経営トップの不

正・不祥事に係る監査人活動や報告を制約・

阻害するような指揮命令体系から外すこと

は、その監査活動に有効に機能するであろう。

つまり、内部監査組織は社長直結とすること

に加え、取締役会、監査役会等と直結する連

絡チャネルを持つことで、いざという時には

機能するであろう。また、常勤監査役の人選

も社長の裁量から外し、人選における監査役

会の実質的な関与を強化する。

これらの諸策に対して、社長の内部監査を

使った内部統制モニタリングが弱体化する、

内部統制上に２頭政治体制が生まれ混乱しか

ねない等の反対論も考えられるが、実効性を

あげるための個別の企業の例として検討に値

すると考える。

人は監視の眼を無視してまで堂々と不正・

不祥事を働くことはできない。経営トップに

対しても、内外から複数の強い監視の眼を持

たせ、Ｄ. Ｒ. クレッシー『不正のトライアン

グル』（不正を行うための「動機・プレッシ

ャー」、「機会」、「正当化」）の「機会」の要

因をなくすことが有効と考える。そのために

は、企業外部のステークホルダーの中から株

主（主要株主や年金等ファンドマネージャ

ー）、メインバンク、監督官庁、証券取引所、

労働組合等を外部の眼として機能させる必要

や、内部の眼として社長と対抗できる独立し

た機関の眼を据える必要がある。

上記のように、連結企業グループ子会社の

場合であれば、①親会社監査の定期的実施に

加え、②子会社の常勤監査役や内部監査部長、

管理部長の指名を子会社社長から剥奪、③常

勤監査役の出身元を、親会社主管本部から外

し親会社の社長やコーポレート直結、ホール

ディング会社直轄に変更する、等を行えば、

牽制機能が有効に発揮できる仕組みとなると

思われる。

４．不正防止・発生時における監査
役の役割

（社）日本監査役協会が定める「監査役監査基

準」では、監査役は、独立の立場から取締役

の職務執行を監査することにより、企業不祥

事を防止し、健全で持続的な成長を確保・担

保することが基本責務であると認識し、良質

な企業統治体制の確立と運用を監査役の基本

的な監査視点とすることを明示している。

上記のとおり、監査役の使命は取締役の職
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務執行を監査することにより「会社の健全で

持続的な成長を確保する」、「会社を良くして

発展させる」ことである。取締役は議決権を

持っていても、社長の考えと反対の議決行使

は中々しない。監査役は取締役会の間違った

決議で会社に損害を与えないこと、取締役会

で決議すべき事案が取締役会外で密かに決め

られることが無いようにすることが大切であ

る。いざという時に、経営トップにしっかり

モノを言うことが監査役の最重要の任務であ

る。監査役がそう確信して行動すれば、経営

トップの不祥事の抑止や対応はできる。監査

役が正論を言わなくなったら、または言えな

くなったら、その会社は危ないと考えるべき

である。

実践的には監査役は社長・取締役とは緊張

感ある信頼関係を築くことが大切である。厳

しいことも煩わしいことも言って注意を喚起

するが、時に評価し褒めることも必要である。

勿論会社を本当に良くするためという信念と

情熱に裏付けされていないと信用されない。

社長との定期的な会合を持って意見交換を行

い、問題意識の共有化を図ることが重要であ

る。社長の方針が正しいか、ベクトルが社員

の思いと合致しているか、ただ下が追従して

聞いているだけなのか、現場を良く観察し、

資料を取り付けて分析し、現場の意見を聴取

する等よく調査し、日頃から社長とコミュニ

ケーションに努めることが大切である。監査

役が社長よりも現場によく精通していること

が監査役の力の源泉となり社長への対抗要件

となる。

一方、監査役の広範な権限を行使する監査

環境形成の鍵は、社長の監査役の役割に対す

る認識にある。中国の古典「説苑」に出てく

る「逆命利君、謂之忠」のとおり、時によっ

ては、社長のため、会社のために、敢えて社

長を諌めることが監査役に求められ、またこ

の重要性を社長トップ自らも認識する。この

大前提として、互いの信頼関係がベースにあ

ることは言うまでもない。

５．不正防止の内部統制システムと
内部監査人の役割
これまで内部統制の限界、内部監査のみな

らず会計監査および監査役監査の合理的な保

証の限界として、

① 経営者の悪意ある暴走・不当な目的の

ために内部統制の無視

②　複数の当事者の共謀

③ 組織構成者＝当事者の不注意や判断の

ミス

④ 組織構成者＝当事者の教育・訓練の不

足

⑤ 内部統制システム構築・整備の費用や

運用コストが得られる効果に見合わない

⑥ 想定しなかった組織内外の環境の変化

や突発的な発生による非定型的な取引

を言われてきているが、その中で会社に対す

る損害が最も大規模かつ深刻になるのは経営

トップの暴走と経営トップが不正に加担する

場合である。

内部監査人協会（ＩＩＡ）の倫理綱要にお

ける誠実性および客観性の原則に則し、内部

監査人は経営者個人ではなく、会社およびそ

の機関に対して誠実に行動することが求めら

れており、内部監査人一人一人が、内部統制

の限界に挑戦する意気込み・意欲を持って行

動する必要がある。内部監査の合理的な保証

の限界と称して評論家的な立場で終わりにす

る内部監査人であってはならない。熱意ある

正義感に裏打ちされた、「巨悪は許さない、

見逃さない、眠らせない」巨悪対応３原則を

もって経営トップの行動も含めた監視・監査

に臨む内部監査人にならなければならない。

経営トップの不正防止には、内部統制システ

ムならびに内部監査人が無力であってはいけ

ない。

「内部から経営トップの暴走を止められな

いのは内部統制システムの限界である…」、
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これを許容し続けることは監査そのものに対

する不信感を容認することにつながり、自ら

内部監査の無力さを認めることになる。その

克服に努力し、限界に挑戦するのが新時代の

内部監査人と考える。内部監査の信頼性と有

効性を揺らぎないものにしてゆく重要な取組

姿勢であると考える。

内部監査人は「監査の良心の砦」、監査役

は「監査の最後の砦」として機能することを

目指したいものである。

６．実証事例におけるコーポレート
・ガバナンスと内部統制上の問題
点
当研究会では、実証事例としてＦ社、ＮＫ

Ｎ協会、ＮＭ社の３社を対象に調査報告書等

の公開情報を元に、研究会メンバーにて事実

関係の整理、経営者の暴走や不正防止に対す

るガバナンス・内部統制上の問題点を整理し

た（詳細はⅢ．を参照。ただし誌面の都合上、

本稿ではＦ社の事例のみを掲載している。Ｎ

ＫＮ協会、ＮＭ社の事例研究詳細は、（社）日本

内部監査協会ホームページ　http://www.

iiajapan.com/system/CIAFORUM.htm に掲

載されているので参照願いたい）。

３社における内部統制の構成要素（ＣＯＳ

Ｏに基づく）の不備ならびに不祥事発生原因

について添付別表１「不祥事事例と内部統制

の構成要素」にまとめたとおり、３社ともト

ップの不祥事＝ワンマン経営につながり、統

制環境における欠陥が顕著に現れている。ま

たゼネコン業界の体質を引きずっているＮＭ

社では統制活動の不徹底が特徴となっている。

実証事例３社におけるガバナンスならびに

内部統制システムの共通課題については、以

下のとおりである。

（1） ステークホルダーによる直接監視：

株主等による経営監視

株主やステークホルダーとの位置づけが不

透明な場合には、経営トップの暴走を止める

仕組みが弱くなりやすい。

経営トップの監督を監視組織に委ねても、

その制度設計が拙ければ、機能しない。

（2） 執行機関：取締役の執行と取締役

会の監督機能

３社の現状は、取締役執行機関と監督機関

の未分離、取締役の独立性が確保されていな

いため、取締役会の監督機能が働いていない。

（3） 執行監視機関：監査役・監査委員会

による監視機能

監査役の指名権は実質的に社長が持つケー

スが多く、上下関係が持続しやすい。監査役

としての専門性に不足が見られる、監査役ス

タッフ等監視体制が不十分で脆弱、等会社法

で求めている機能と実態が乖離している。

（4） 執行組織内の仕組み：内部統制・コ

ンプライアンス体制

形式的な内部統制やコンプライアンス体制

整備までで、実効性のある運用体制構築まで

至っていない。

（5） 執行組織内の仕組み：内部監査・モ

ニタリング

内部監査活動が未着手であるため、実効性

のある内部統制やコンプライアンス体制が構

築できていない。

（6） 外部監査の仕組み：会計監査人の役

割

会計監査人による監査は経営者不祥事に対

しては限界があるものの、一定の監視機能を

担う責任はある。

詳細は添付別表２「経営トップの暴走や不

正防止に対するガバナンス・内部統制上の問

題点」を参照願いたい。

また、当研究会では、自分達がその場にお

いて内部監査人であった場合に、どのような

対応をしていたか、また対応すべきかについ

て、議論を行い、添付別表３「自分がその内

部監査人（監査役）だったら」にまとめた。

研究会メンバーが社会人として培ってきた経

験・知見、専門職としての自負を背景に、自
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分がその場に居合わせたら、どうしていたか、

どう思ったかを、率直に述べたものである。

併せて参考にしていただきたい。

Ⅱ．不正事例発覚に伴う調査の
あり方

近年、製品事故や循環取引に伴う粉飾決算

等企業不祥事が発生したとき、その企業の存

続すら危うくなるほどのダメージを受ける場

合がある。こうした有事発生の際の対応が、

その後の企業の命運を握っているとさえいえ

る。自ら重要な事実を開示しなかった企業は、

「隠蔽」したとして社会から糾弾を受け、更

に「内部告発」により重要事実を公表される

事態が発生するかもしれない。不祥事発生時

における信用回復の成否は、徹底した事実調

査・原因究明を行うことであり、その調査結

果はもとより、結果の開示姿勢が社会から評

価を受けることになるのである。こうした危

機管理の重要性が認識されるに伴い、調査の

客観性・信頼性を担保するための、「調査委

員会」を設置する例が増えている。

ここでは、調査委員会の本来的機能につい

て、考察を試みる。

１．調査委員会の目的
調査委員会の目的は、企業自らが事実調査

と原因究明を通じて、責任の所在を明確にし、

再発防止に向けて実効性のある対応策を策定

し実施することにある。こうして自ら積極的

に説明責任を果たすことにより、社会的信用

を回復し、危機的状況からの脱出を目指すも

のといえる。

２．調査委員会の構成
調査委員会の構成は、大きく分けて２つの

パターンがある。役員・従業員による「内部

調査委員会」と弁護士や大学教授等有識者で

構成される「外部（第三者）調査委員会」で

ある。それぞれ、調査依頼者は誰か、調査に

何を求めるかにより、調査を行う主体・組成

が異なる。調査委員会の構成についてまとめ

たのが表１である。

外部（第三者）委員会の設置については、

明確な法令はないが、大阪証券取引所は、平

成19年（2007年）７月24日付「証券市場を取り

巻く環境の変化を踏まえた上場制度の見直し

＜表１＞調査委員会組織構成

組織構成 不祥事の
規模・影響 報告相手先

委員会設置目的・活動内容

事実調査

①内部委員会

②外部を含む
内部委員会

③外部諮問
委員会

④外部調査
委員会Ａ

⑤外部調査
委員会Ｂ

山崎良太『旬刊経理情報』2009. 2. 10（No.1206）51頁を参考に一部項目追加・加筆

小

中

大

大

大

社長

社長
取締役会

取締役会

取締役会

取締役会

構成

社内役職員

内部主導
外部補助

内部主導
外部検証

社内補助
外部主導

外部主体

○

○

外部委員
は内部調
査の評価

内部調査
の評価と
補強調査

○

原因究明

○

○

○

○

○

改善・再
発防止策
の提案

場合に
よる●

場合に
よる●

○

○

○

責任追及

場合に
よる●

場合に
よる●

場合に
よる●

○

○

モニタ
リング

場合に
よる●

場合に
よる●

場合に
よる●

場合に
よる●
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等について」において、「企業不祥事に迅速

に対応し、投資家に適切な投資判断材料を提

供することを目的として、……第三者の客観

的且つ厳正な調査による事実解明が必要と認

める場合には、上場会社に外部有識者から構

成される調査委員会の設置を求める」とした。

また東京証券取引所においても、同様の指導

を行っている。

調査には、多大な労力と知力の結集が必要

である。時間的制約もある。内部委員会、外

部委員会組成に当たってはそれぞれの長所・

短所を理解し、有効に機能するようにする必

要がある。それぞれの長所短所をまとめてみ

た（表２）。

３．外部（第三者）委員会について
の考察
外部（第三者）調査委員会設置に当たって

は、企業はその設置の目的を十分に理解し、

存分にその機能を発揮できる様、環境を整え

る必要がある。公権力でない以上、強制力は

発揮できない。社内各層の全面的協力が必要

である。調査に当たり、経営陣の意志に左右

されない独立した眼で、事実認定・実態解明

できることが、外部（第三者）委員会の大前

提である。必要十分な権限行使に基づいて行

われた調査が、結果の客観性・信頼性を担保

する。また、その調査は、原因および責任の

所在を明らかにするとともに、再発防止に向

けて、対応策を提言することも重要な目的で

あろう。これにより、企業は社会的信用を補

い再スタートできるのである。

したがって、調査に際しては、問題となっ

た違法・不正行為そのもの（刑事事件におけ

る「罪」となるべき事実）だけでなく、当該

行為の詳細、経緯、動機、周辺事実、類似行

為の有無にまで及ぶ必要がある。また、それ

をもたらした組織的要因（経営陣の姿勢、企

業風土）にまで遡らなくては、有効な再発防

止策は打ち出せない。また、不祥事の発生は、

その企業の個別・特有な風土（統制環境）が

背景となっていることから、再発防止策も、

不祥事の実態と組織的問題点に即した個別具

体的なものとして提言されるべきである。

（参考資料、國廣 正「『第三者委員会』につ

いての実務的検討（上）（下）」『ＮＢＬ』

2009. 4.15, 5.15（No.903, 905））

４．監査役と外部（第三者）委員会
との関係
コーポレート・ガバナンスの観点から、監

査役は外部委員会の依頼者や外部（第三者）

＜表２＞調査委員会の特徴

長所 短所

・社内事情･業務に精通している

・社員の愛社精神に基づく高いモチベー
ションが発揮される

・社内各層から動員が可能である

・再建時の指針として導入がしやすい

・報告内容に客観性が確保できる

・専門家としての見解を得られる

・社会的常識を幅広く吸収できる

・経営トップの意向・威光に左右され、
結果がうやむやになる可能性がある

・リーダーの力量に頼る面あり

・本来の業務に影響

・客観性、独立性の確保に難点

・専門性に不足する場合もある

・社内実情に疎い

・費用がかかる

・時間的制約がある

・委員受託者の確保がむずかしい

・結果の公表権を授与するかどうか

内部調査委員会

外部（第三者）調
査委員会
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委員会の委員になることを自らの職務とし

て、積極的に捉えるべきである。

不祥事に対し、取締役の職務執行を監視す

る責務を有する監査役が、監査役監査の一環

として、外部（第三者）委員会の依頼者とな

ることは、会社法上も整合性が取れ、外部

（第三者）委員会の持つ本質的な経営陣との

対立問題は解消される。この場合、外部（第

三者）委員会は監査役の指揮命令下に入ると

もいえ、外部（第三者）委員会の独立性が後

退するという見方もあるが、監査役が依頼者

となる場合には、外部（第三者）委員会の独

立性を確保して活動の自由を保障する、執行

側からの風よけ役に徹する、等の運用上の工

夫により解決できるであろう。また監査役が

外部（第三者）委員会の委員になる場合は、

外部（第三者）委員と協同しながら、監査役

の持つ法的権限を適宜行使することにより、

調査をより有効に進めることができる。

一方、コーポレート・ガバナンスの機能不

全が不祥事の要因と考えられ、監査役自身が

職務懈怠による善管注意義務・忠実義務を問

われる可能性のある場合は、監査役のその期

間の行為そのものが、調査委員会の調査対象

になり得るゆえ、委員として加わることは調

査の客観性を保つためにも、監査役としての

倫理的側面からも辞退すべきである。

（参考資料、國廣 正「『第三者委員会』につ

いての実務的検討（上）（下）」『ＮＢＬ』

2009. 4.15, 5.15（No.903, 905）

Ⅲ．実証事例

１．Ｆ社事例

〔１〕不祥事の概要

１）Ｆ社における不祥事の概要

Ｆ社は、2008年10月15日付け「過年度決算

訂正の可能性に関するお知らせ」において、

社内調査委員会による調査の結果いかんで、

過年度決算訂正の可能性があることを認め、

同委員会が引き続き調査することをリリース

した。その後、2009年５月14日には、過年度

決算修正の過程において新たな不祥事が発覚

したため、当該事実を公表した。発覚した不

祥事は、それぞれ性質の異なる以下の２つの

案件に分類することができる。

（1） 仕掛品・建設仮勘定の不適切な会計処

理（第１案件）

① 建設仮勘定の本勘定への振替漏れとそ

れに伴う減価償却費の計上不足

建設仮勘定の残高に、既に使用に供さ

れているにもかかわらず本勘定に未振替

のまま減価償却費されていなかった金型

が含まれていた（通期の影響額約149億

円）。

②　仕掛品の売上原価への振替漏れ

仕掛品在庫の残高に、既に海外子会社

等に売却されたにもかかわらず、売上原

価へ振替処理されないままの金型・設

備・検具が含まれていた。また、外販用

の溶接機の一部が仕掛品残高に含まれて

いた（通期の影響額約179億円）。

③ 据付調整費の資産性の根拠不足とそれ

に伴う期間費用の一括計上

据付調整費とは、生産に先立ち行われ

る、稼動のために要する性能確認・調整

等ための費用である。会社は、これらに

ついては資産性があるものとし、国内生

産に関するものは固定資産、海外向けの

ものは仕掛品に計上していたが、今回の

調査の結果、資産性がないものとして全

額期間費用とした（通期の影響額約442

億円）。

（2） 経理担当元役員らによる関連会社への

不正な金融支援（第２案件）

会社は、前社長、元取締役、経理担当元執

行役員によるＢＤ社への不正な金融支援を行

い、同社について、2006年３月期まで、持分

法適用の関連会社としていなかった。
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①　Ｆ社からの支出による不正な金融支援

正式な決裁手続を経ずして、不正な金

融支援を行っていた。５回にわたって計

1,797百万円を直接出金し、そのうち

1,497百万円は返済されていない。また、

金融機関に対して４回にわたって計3,350

百万円の信用供与を行った。この信用供

与分はＢＤ社が全額返済したことにより

解消されている。

② 海外子会社からの支出による不正な金

融支援

海外子会社であるＦＫ社がＦ社の経理

担当元執行役員からの依頼により700百

万円送金された。そのうち505百万円は

返済されたものの195百万円は返済され

ていない。また、未返済の195百万円相

当の約187万ドルが架空の金型代金とし

て支払われている。

③ 国内子会社からの支出による不正な金

融支援

国内子会社であるＦＩ社では、Ｆ社の

経理担当元執行役員からの依頼により、

３回にわたり557.5百万円が送金された。

そのうち507.5百万円は相手先より返済さ

れたものの、残りの50百万円は返済され

ておらず、Ｆ社から資金の補填はなく、

ＦＩ社の損失のままとなっている。

以上の結果、2008年12月25日から2009年6

月29日にかけて数度にわたり決算短信、有価

証券報告書等の訂正処理を行い、特に2007年

３月期では連結純利益約465億円が訂正され

た。また、不正融資に対して、Ｆ社は責任追

及委員会の答申に基づき2009年10月19日に元

取締役３名と元従業員１名に対して17億1,762

万4,945円の損害賠償訴訟を提起した。

一方、上記事実は、東京証券取引所の有価

証券上場規程に抵触したため、同取引所から

上場契約違約金1,000万円の支払命令を受け

た。また、金融庁は更に、課徴金納付命令を

下し、会社は課徴金1,816万9,998円納付した。

【主な出来事】

年月日

2003．６．27

2005．８．30

2005．９．29

2005．９．30

2008．10．３

2008．10．15

2008．10．24

2008．12．25

2009．３．10

2009．３．10

2009．３．18

2009．３．31

2009．４．２

2009．４．３

内　　容

ＢＤ社に対して５億円の出資（60.98％所有）

Ｉ取締役（元）とＫ参与（元）が、取締役会の決議を得ないままＢＤ社に１億５千
万円を融資

取締役会において監査役から１億５千万円の貸付の事実確認の要請があり、緊急案
件ゆえとの説明に対し、監査役はその内容を議事録への記載を求めたが、前社長は
これを拒否

Ｉ取締役とＫ参与が、取締役会の決議を得ないままＢＤ社に９千万円の手形保証

「社内調査委員会」を設置

「過年度決算訂正の可能性に関するお知らせ」をリリース

「社外調査委員会」を設置

過年度決算短信、有価証券報告書を訂正

「社内調査委員会の調査報告書」および「社外調査委員会の調査報告書」をリリー
ス

過年度決算短信を訂正

過年度有価証券報告書を訂正

代表取締役社長、常務取締役が辞任

「特別調査委員会」を設置

「改善報告書」を東京・名古屋証券取引所へ提出
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２）各調査委員会の体制

Ｆ社は発覚した２つの不祥事に対して４つ

の社内外調査委員会を設置するなどその対応

が異例であった。その調査依頼者は、依頼時

点の経営陣であり、委員の選定についてはそ

の設置目的により大学教授、弁護士、公認会

計士が選任されている。

なお、各委員会の体制、目的、報告書のポ

イントは以下のとおりである。

年月日

2009．５．14

2009．５．14

2009．５．29

2009．６．15

2009．６．16

2009．６．29

2009．７．３

2009．７．17

2009．７．28

2009．７．28

2009．10．19

2009．10．19

2010．１．28

内　　容

「特別調査委員会の調査報告書」をリリース

「責任追及委員会」を設置

過年度決算短信を訂正

過年度決算短信を訂正

過年度有価証券報告書を訂正

過年度決算短信、有価証券報告書を訂正

東京証券取引所が上場契約違約金を要請

「改善報告書」の修正版を東京・名古屋証券取引所へ提出

「責任追及委員会答申」をリリース

金融庁による課徴金納付命令の設定について公表

「改善状況報告書」を東京・名古屋証券取引所へ提出

元取締役、元従業員に対して損害賠償訴訟提起

「改善状況報告書」を東京・名古屋証券取引所へ提出

委員会名 体制 設置目的

社内調査委員会

社外調査委員会

特別調査委員会

責任追及委員会

会計不正

会計不正

不正な
金融支援

不正な
金融支援

委員長：社長
取締役：２名
執行役員：２名、顧問
外部アドバイザー（弁護士）

委員長：大学教授・弁護士
大学教授：１名
弁護士：２名
公認会計士：１名

委員長：弁護士
弁護士：２名
監査役：２名
公認会計士：１名

委員長：弁護士
弁護士：４名
スタッフ：公認会計士１名

・事実関係の調査
・発生原因の究明
・再発防止のための改善措置の立案

・社内調査報告書の検証
・虚偽記載させた原因の調査
・虚偽記載の発生防止方法の検証
・再発防止策の有効機能を監督

・過年度決算訂正に関して発覚したＢＤ
社をめぐる不適切な取引につき、その
実態を明らかにすること

・不適切な行為の関係者に対する損害賠
償請求の要否および内容について検討
し、独立した外部者として答申

委員会名 報告書の要旨

社内調査委員会

社外調査委員会

会計不正

会計不正

・会計不正の発生要因の特定が主であり、監査役、内部監査部門のモ
ニタリング機能に対して言及せず
・社外調査委員会の検証により正当性を担保

・「失敗しましたと言えない風土」、「風通しのよいコミュニケーショ
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３）修正処理等から推計される業績の実体

上記の各調査報告書の他、有価証券報告書

等の記載内容から、業績の実態がどうであっ

たかを整理する。

（1） 前社長下における社内体制

・前社長は2000年６月社長に就任し、2009

年３月退任まで約９年の長期政権。

・2002年６月時点では、管理畑（財務、総

務、人事）の取締役はいない。ＢＤ社の

案件で重要な役割を果たした元取締役

（経理畑）は翌年の2003年６月に取締役

に昇格。

・監査役は４～５名（2004年６月より）で

あるが、生え抜きは常に１名（技術畑）

で、他はほとんどが筆頭株主であるＴ社

出身者。2004年６月より１名銀行出身者

が、2007年６月より更に１名商社出身者

が非常勤監査役に就任している。

（2） 筆頭株主Ｔ社との関係

・Ｔ社の出資比率は一貫して12％強。ただ

し、Ｆ社はＴグループの連結対象には含

まれていない。

・Ｔ社向け売上高の割合は2002年３月期の

55.8％から減り続け、2008年３月期には、

33.8％まで減少している。

（3） 業績の実体

・連結売上高は2004年３月期219,685百万円

であったが、毎年10～20％以上の高い伸

びを示し2008年３月期は447,825百万円と

２倍強に拡大している。所在地別セグメ

ントでは、海外売上高は2004年３月期

35,949百万円で海外売上高比率が16.4％

であったが、北米の他、欧州・アジアへ

の展開により2008年３月期では154,887百

万円と4.3倍となり、連結売上高の34.6％

占めるまで著しく拡大している。

・前社長は2007年５月22日のロイターのイ

ンタビューに応え、「売上高営業利益率

を８％に向上させ、配当性向２割の水準

を確保する必要がある」との考えを示し

ている。

・修正前の連結営業利益率は５～６％、連

結純利益率は２～３％と安定的に推移し

ていたが、修正後の連結純利益を見ると

売上原価の増加、減損損失の計上の影響

などにより2006年３月期以降は130億円

を超える大幅な赤字となっている。

・修正前の連結売上総利益率は10～11％で

安定的に推移していたが、修正後は５％

台まで下落しており、実体の原価率が相

当に悪化していたことが窺える。

上記のとおり、事業が大きく拡大していた

中で、修正前の連結売上総利益率、連結営業

利益率、連結純利益率が（前社長が公表した

委員会名 報告書の要旨

社外調査委員会

特別調査委員会

責任追及委員会

会計不正

不正な
金融支援

不正な
金融支援

ン不足」という企業風土を指摘
・監査役に対して問題を真摯に取り上げなかったと指摘
・監査法人に対して十分な監査を行わなかったと指摘
・内部監査等の牽制機能が不十分と指摘

・前社長が築いた社内風土が一連の不適切な取引を発生させたと指摘
・監査役、監査法人は、問題点を指摘し、調査報告を依頼したとして、
必要かつ相当な行動を採っていたと評価
・内部監査部門のより一層の強化の必要性を指摘

・関係者の損害賠償債務を認識
・監査役、監査法人からの指摘、調査報告の依頼に対して、経営者等
が対応を無視したと指摘
・コンプライアンスの重要性に関する理解が全く欠如していたと指摘
・統制環境の不備が著しいと指摘
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区分 2004/3 2005/3

連結売上高

対前期増減率（売上高）

連結売上総利益

連結売上総利益率

連結営業利益

連結営業利益率

連結純利益

連結純利益率

連結売上高

対前期増減率（売上高）

連結売上総利益

連結売上総利益率

連結営業利益

連結営業利益率

連結純利益

連結純利益率

連結売上高

連結売上総利益

連結売上総利益率

連結営業利益

連結営業利益率

連結純利益

連結純利益率

219,484

11.0%

25,651

11.7%

13,826

6.3%

8,520

3.9%

219,685

11.1%

25,158

11.5%

13,333

6.1%

7,699

3.5%

201

▲ 493

▲ 0.2p

▲ 493

▲ 0.2p

▲ 821

▲ 0.4p

263,590

20.1%

29,360

11.1%

14,703

5.6%

9,708

3.7%

263,792

20.1%

22,833

8.7%

7,835

3.0%

2,478

0.9%

202

▲ 6,527

▲ 2.4p

▲ 6,868

▲ 2.6p

▲ 7,230

▲ 2.8p

2006/3

325,181

23.4%

35,503

10.9%

17,623

5.4%

11,499

3.5%

325,523

23.4%

20,616

6.3%

2,392

0.7%

▲ 13,096

▲ 4.0%

342

▲ 14,887

▲ 4.6p

▲ 15,231

▲ 4.7p

▲ 24,595

▲ 7.5p

2007/3

394,859

21.4%

42,517

10.8%

22,244

5.6%

12,770

3.2%

394,739

21.3%

20,431

5.2%

158

0.0%

▲ 33,827

▲ 8.6%

▲ 120

▲ 22,086

▲ 5.6p

▲ 22,086

▲ 5.6p

▲ 46,597

▲ 11.8p

2008/3

447,854

13.4%

47,811

10.7%

27,425

6.1%

11,046

2.5%

447,825

13.4%

25,329

5.7%

4,907

1.1%

▲ 13,061

▲ 2.9%

▲ 29

▲ 22,482

▲ 5.0p

▲ 22,518

▲ 5.0p

▲ 24,107

▲ 5.4p

目標である）一定範囲内に収まっていた。し

かしながら修正後、特に2006年３月期以降は

連結上赤字決算に転落しており、これだけ乖

離金額が大きいと、調査報告書にあるような、

経理部門の能力・マンパワー不足が主因とい

うのは合理的な理由とは言い難い。報告書は

会計不正の意図性はないと結論付けている

が、過去の修正前決算が、何らかの意図（例

えば、誤謬を認識した上での不作為等）に基

づいていたのではないかとの疑念は残る。

修正前後の主要数値は以下のとおり。

【連結売上高、利益等】 （単位：百万円）

修
正
後

増
　
減

※決算修正後について、2007年３月期の連結純利益が連結営業利益に比べ著しく減少しているのは、
この事業年度において追加の減損損失を計上しているためである。

【海外売上高（修正後）】 （単位：百万円）

区分 2004/3 2005/3

海外売上高

対前期増減率

海外売上高比率

35,949

48.4%

16.4%

50,008

39.1%

19.0%

2006/3

85,327

70.6%

26.2%

2007/3

132,439

55.2%

33.6%

2008/3

154,887

16.9%

34.6%

修
正
前
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（4） 会計監査人の変遷

・2004年３月期までの会計監査人はＭ監査

法人であるが、同法人解散に伴い、2005

年３月期よりＡ監査法人が監査を行って

いる。ただし、2004年３月期のＭ監査法

人の関与社員Ｋ公認会計士は、Ａ監査法

人に移籍し、引続きＦ社の監査に関与し

ていた。

・2004年３月期の訂正報告書については、

そもそも同年度の監査人はＡ監査法人で

はなかったことから、同法人は意見表明

できないとした。そこで会社はＡ監査法

人とは別にＳ監査法人に訂正報告書の監

査を依頼し、同法人より監査報告書が提

出されている。Ｓ監査法人は東京ベース

の監査法人で名古屋地区事務所を持たな

い。

・Ａ監査法人は、Ｋ公認会計士が退任した

後の2008年９月に金型・設備に関連する

仕掛品および建設仮勘定の会計処理の再

調査を依頼している。Ｋ公認会計士在任

中のＡ監査法人の監査意見はすべて適正

意見であるが、このことは、Ｋ公認会計

士の退任が過年度に遡る再調査依頼の引

き金となった可能性を暗示している。

（5） 建設仮勘定・仕掛品の推移

・2004年３月期に12,109百万円であった建

設仮勘定残高は、2008年３月には64,193

百万円と5.3倍に膨れ上がっており、異常

な増加といえる。特に2007年３月期は有

形固定資産残高の30％に迫る勢いであ

り、このような事実に対し、合理的な理

由を求めるのは、監査人の責務といえよ

う。

・また、仕掛品についても、2004年３月期

13,037百万円から2008年３月期35,069百

万円と2.7倍、仕掛品占有率も80～90％と

高いレベルとなっており、上記の建設仮

勘定と同様に、このような事実に対し、

合理的な理由を求めるのは、監査人の責

務であろう。

【建設仮勘定（修正前）】 （単位：百万円）

区分 2004/3 2005/3
建設仮勘定

有形固定資産

建設仮勘定増加率

建設仮勘定占有率

有形固定資産増加率

12,109

90,862

77.2%

13.3%

16.2%

26,176

110,393

116.2%

23.7%

21.5%

2006/3
34,620

157,069

32.3%

22.0%

42.3%

2007/3
59,434

212,997

71.7%

27.9%

35.6%

2008/3
64,193

247,397

8.0%

25.9%

16.2%

12,109�

26,176�

34,620�

59,434�
64,193�

70,000�
（百万円）�

60,000�

50,000�

40,000�

30,000�

20,000�

10,000�

0�
2004.3� 2005.3� 2006.3� 2007.3� 2008.3�

建設仮勘定残高の推移�

12,109�

26,176�

34,620�

59,434�
64,193�
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（7） 不正な金融支援（1,425百万円）の訂

正処理

・ＢＤ社に対する不正な金融支援1,425百万

円は、第１次過年度決算訂正において、

経理担当常務らが不正な金融支援を行っ

た事実を知った上で、前社長が、実態の

ない研究開発費への振替を指示してい

た。

・第２次過年度決算訂正では、一旦試験研

究費として費用処理された１次修正の

1,425百万円を関連会社への貸付金として

修正した。

（8） 総括

本案件のうち、第１案件は、異常ともいえ

る建設仮勘定残高、仕掛品残高の膨張を問題

として把握しなかった（と考えられる）内部

監査部門や会計監査人の対応のまずさが問題

の発見を遅らせたのは間違いない事実であろ

う。そこには、経理責任者が、誤謬の事実を

知覚していたとしても意識的に何の対応も行

わなかったのではないかという疑念は残る。

また第２案件は、前社長の命令を絶対とし、

権限の逸脱と社内ルールの無視を許す異常な

社内風土と、監査役による当該事実の監視機

能が十分果たされなかった事案であった。

〔２〕Ｆ社の対応

１）不祥事に対してのＦ社の対応の考察

経営者は、会社のガバナンス上、必要な内

部統制を構築・運用する責務を負っている。

また、取締役は、取締役会の構成員として、

他の取締役の善管注意義務・忠実義務の履行

について監督責任を負い、監査役は取締役会

から独立した機関として取締役の業務執行を

監査することが義務付けられるが、Ｆ社にお

いてはそれらが十分機能していなかったと思

われる。

「〔１〕不祥事の概要」で分析したように、

本事案は、強い指導力を持つワンマンな「経

営トップ」が主体的に関与した、「会計不正」

（第１案件）と「権限の逸脱・社内ルール違

（6） 据付調整費の状況

・会計不正による１次訂正および不正な金

融支援による２次訂正において、据付調

整費による訂正は全体の約43％を占め、

重大な影響を及ぼした項目であったこと

がわかる。

【仕掛品・単体（修正前）】 （単位：百万円）

区分 2004/3 2005/3
仕掛品

棚卸資産

仕掛品増加率

仕掛品占有率

棚卸資産増加率

13,037

16,162

89.8%

80.7%

75.9%

14,279

17,215

9.5%

82.9%

6.5%

2006/3
23,197

26,972

62.5%

86.0%

56.7%

2007/3
28,530

32,936

23.0%

86.6%

22.1%

2008/3
35,069

39,321

22.9%

89.2%

19.4%

【修正額の内訳】 （単位：百万円）

区分 2004/3 2005/3
据付調整費

建設仮勘定・仕掛品

固定資産減損

その他

計

0

1,053

0

▲232

821

2,599

5,452

0

▲821

7,230

2006/3
9,111

6,654

0

8,831

24,596

2007/3
16,103

8,799

21,503

193

46,598

2008/3
16,404

10,853

▲2,859

▲291

24,107
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反」（第２案件）と分類できる。

（社）日本監査役協会ケース・スタディ委員会

がまとめた「企業不祥事の防止と監査役」に

よれば、経営トップが主導的に関与している

場合は重大な不祥事に発展しやすく、その中

でも重大な会計不正は経営トップや財務担当

役員が主導的に関与した場合が多いとされて

いるが、本事案も全く同様である。

「責任追及委員会答申」平成21年（2009年）

７月28日付によると、監査役は「監査役とし

ての義務に違反しているとはいえず」、損害

賠償請求の対象外と判断されている。答申に

従えば、監査役が一定の権限を行使し、義務

を履行していたことが理解される。

しかしながら、事実を詳細に見た場合、本

事案（第２案件）は、経営陣が自ら長期間に

わたり何度も社内ルールの逸脱行為を繰り返

した、かなり悪質な事例であり、監査役がよ

り積極的に不祥事防止のための監査活動を行

うことで、未然に防止できた可能性あるので

はないかと考える。そもそも、強い指導力を

持つワンマン経営者に対し、「最後の砦」と

なって対抗することができるのは、経営から

独立した監査役だけであり、その意味で監査

役が重大な不祥事の抑止に果たす役割は大き

い。

前記の「企業不祥事の防止と監査役」によ

れば、監査役は、監査職務を適切に遂行する

ことによって、不祥事の防止に寄与すること

が可能であり、また、その職務を適切に果た

すべき責任を有するものであるとされている。

更に、不祥事の防止に関する監査役の役割

は、主として、①会社の状況を確認（監視・

検証）すること、②その結果に基づいてフィ

ードバック（報告・指摘・助言・勧告）等を

行うことであると述べられている。

Ｆ社における不祥事については前記のとお

りであるが、経営者不祥事に対する有効なガ

バナンスを以下の手順で考察することとした

い。

（1） 監査役の対応状況とその問題点

（2） 内部監査部門の対応とその問題点

（3） 社内・社外調査委員会の報告書と会社

の対応

２）監査役の対応状況とその問題点

（1） 各委員会報告書の主な内容

①　社外調査委員会報告書

「取締役のみを構成員とする経営会議

から監査役が完全に排除されているな

ど、監査役の情報収集等の機能が低かっ

たという事情もある」、「Ｆ社の『失敗し

ましたと言えない風土』や『風通しのよ

いコミュニケーション不足』という課題

を乗り越えることは、容易ではなかった

と推察される。また、他の取締役や監査

役も、同様な状況にあったと思われる」

と、監査役を取り巻く環境は整備されて

いないと記述しつつ、「監査役会は、監

査法人からの監査概要報告や中間監査結

果報告において、今回の不適切な会計処

理の兆候といえる指摘がありながら、真

摯に取り上げた形跡は確認できなかっ

た」と、監査役としての責務を果たして

いなかったのではないかと厳しく指摘し

ている。

②　特別調査委員会報告書

「監査役会から経営陣に対して数次の

申入れなどが行われていた」とのコメン

ト程度にとどまっており、監査役の対応

についての具体的な記載は数少ない。本

委員会には、監査役も委員として参画し

ていることから、記載を控えたとものと

なっていると想定される。

③　責任追及委員会報告書

「ＢＤ社への１億５千万円の貸付につ

いて、事実関係の確認、調査・報告を要

請」、「専務、参事を呼び、ＢＤ社の経営

状況をヒアリング」、「Ｊ社への約15億円

の支払いおよびこれにつきＱ社との開発
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協力契約書に基づく支払に振り替えよう

としたことに対して、社長宛て書面で報

告請求した」などと、社長、取締役に対

しての調査報告要請、ヒアリングなど約

10項目について具体的な記述がされてい

るが、責任追及委員会の性格上、法的責

任に焦点があてられたものとなってお

り、モニタリング機能の有効性に対して

のコメントはない。

なお、第２案件の具体的な対応内容は

以下のとおりである（「責任追及委員会

答申」より抜粋）。

項 年月日 事実内容

４

13

22

23

26

27

平成17年
９月29日
取締役会
（2005年）

平成18年
７月28日
取締役会
（2006年）

平成19年
10月25日
監査役連絡会
（2007年）

平成19年
11月27日
取締役会
（2007年）

平成19年
12月25日
取締役会
（2007年）

平成20年
１月16日
（2008年）

監査役から、貸付金［ＢＤ社への１億5,000万円の貸付金］について、事実関係
の確認、調査・報告の要請がなされた。
Ｉ取締役からは、緊急な案件であったため独断で判断したことが説明された。
監査役は、取締役会議事録への記載を求めたが、前社長はこれを拒否した（Ｉ
氏［常勤監査役］作成「９月29日取締役会議事について」と題する書面）。

ＢＤ社のGリース会社からのリースバック契約についてＦ社が保証を差し入れ
ることに対して、監査役が懸念を表明したが（Ｋ氏およびＫ氏［共に取締役］
の平成21年５月25日作成の文書）、Ｆ社が保証を差し入れることについて承認し
た（取締役会議事録）。この議事録の添付資料によると、ＢＤ社は３期連続の赤
字であること、介護保険認定が取得できなかった場合には清算を検討すること、
平成18年３月期の売上高７億200万円にはソフト売上高5億円が含まれているこ
と、清算した場合には３億1,700万円の損失がＦ社に生じること、中期見通しで
は平成20年まで営業損失計上の見込みであること、等が記載されている。

監査役がＴ専務およびＫ参与を招いてＢＤ社の経営状況について聞き取りを行
った（「監査役連絡会資料」）。

Ｂ銀行に対する保証［ＢＤ社のＢ銀行からの借入れ（７億円）に対するＦ社の
保証-取締役会未承認］につき、追認決議を行った。Ｂ銀行からの借入およびＧ
リース会社からのリース債務については、ＢＤ社は繰り上げ返済を行い、両債
務についての保証は解消する見込みであり、今後金融支援は行わないとの説明
があった。監査役からは、今後の取引方針の明確化、事情の調査報告が求めら
れた（取締役会議事録）。

ＢＤ社のための保証はすべて解消され、保証残高はゼロになったとの報告がな
された。またＢＤ社の事業計画についての説明が行われたが、資料には、介護
認定の目処は立っていないこと、19億円の新たな借入れが発生すること（ただ
し、借入先は記載無し）、18億円の増資を行うこと（ただし、引受先は記載無し）、
売上見通し、在庫は自社で購入して解消する計画であること等が記載されてい
る（取締役会議事録）。
監査役からは、ＢＤ社の借入金の調達先等の質問が出され、Ｉ常務はＯ社とK社
である旨回答した（「2007年12月度定例取締役会における監査役の主な発言」と
題する文書）。

監査役は、取締役に対して、ＢＤ社がＦ社の保証を解消するために新たに借り
入れを行った融資先の会社についての調査および内部統制の整備案に関する議
題を取締役会に上程すること等について依頼した（Ｔ監査役のＩ常務に対する
電子メール）。
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（2） 監査役の執行環境

「常勤監査役１名、非常勤監査役４名の計

５人体制（2009年度からは常勤監査役は２

名）」、「常勤監査役は2007年まではＴ社出身

で技術系」、「業務スタッフなし」であった。

（3） 総括

各委員会報告書は、会計不正の原因究明お

よび過年度の財務報告の修正という財務会計

的な課題と、取締役等の損害賠償責任の追及

という法的な課題と、その目的が異なること

から、メンバー構成とその記述に差異がある。

したがって、監査役の対応を評価するに当た

り、各報告書を総合的に考慮することとする。

① 経営会議から排除される、業務スタッ

項 年月日 事実内容
28

33

36

38

平成20年
２月11日
（2008年）

平成20年
10月29日
（2008年）

平成20年
11月２日
（2008年）

平成20年
11月27日
取締役会
（2008年）

監査役は、取締役に対して、Ａ監査法人の監査報告に関する「エグゼクティブ
サマリー」に対する会社見解、ＢＤ社の財務状況に関する四半期ごとの報告お
よびＦ社からＢＤ社に対する役員派遣の中止の検討等について申入れを行った
（Ｔ常勤監査役およびＳ常勤監査役のＩ常務に対する「監査役会からの申入れの
件」と題する文書）。

Ｊ社への約15億円の支払およびこれにつきＱ社との開発協力契約書に基づく支
払に振り替えようとしたことに対して、監査役が、前社長宛に書面で報告請求
を行った（報告請求書）。

監査役は、上記第33項に対しての前社長からの報告請求に対する回答文書（前
社長は、Ｑ社との契約であり、Ｑ社に送金されていると説明）に対して、更に
報告請求を行った。

監査役は、約15億円のＪ社向け支払に関して疑義があるため、継続的に調査を
行う旨表明した（定例役員会議事録）。

案件

監査役に対する損害賠償請求の要否（法的責任の有無）について

答申内容
Ｊ社案件

［答申21頁］

ＦＫ社案件
［答申27頁］

ＦＩ社案件
［答申28頁］

・無断保証が発覚した平成19年10月25日の時点で監査役連絡会を開催してＢＤ
社の状況をＫ参与から聞き取り調査。
・平成19年11月27日開催の取締役会で、今後の取引方針と詳細な事情を報告す
るよう求めている。
・同年12月25日取締役会のあとも、Ｉ常務に対して、平成20年１月16日にメー
ルでＢＤ社がＦ社の保証を解消するために借り入れた融資先はどこであるか
等を問い合わせ。
・同年２月11日にもＢＤ社の四半期ごとの財務状況の報告を取締役会でするよ
う求めている。
結果論としてはこれらの監査行為は功を奏さなかったのであるが、不審な

事実を調査し、問題がないか探索しようとして頻繁に発言や報告請求を行っ
ているのであり、それ以前の違法行為やＣリース会社からの借入に対する保
証提供の事実等を発見することはできなかったものの、監査役としての義務
に違反しているとまではいえないものと考えられる。

Ｊ社案件同様、事実関係の調査を要請する等相応の努力を続けており、監査
役としての義務に違反しているとまではいえないものと考えられる。

平成21年２月２日の支払指図を事前に知りうる特段の事情は認められないか
ら、監査役の義務違反は認められない。
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フがいないなど、情報収集能力、調査能

力が低いと想定され、厳しい環境に立た

されていた。

② 責任追及委員会答申に記載されている

ように、あらゆる機会を捉えて社長、取

締役などに対して調査要請を行っていた

（第２案件）。

③ しかしながら、社外調査委員会報告書

では、「監査役会は、監査法人からの監

査概要報告や中間監査結果報告におい

て、今回の不適切な会計処理の兆候とい

える指摘がありながら、真摯に取り上げ

た形跡は確認できなかった」（第１案件）

と指摘されている。

監査役は厳しい環境での職務執行であった

と想定されるが、実際の対応状況は前社長、

他の取締役への調査報告を求める程度に留ま

っており、積極的に自らが調査を行っておら

ず、モニタリング機能として十分に機能して

いたとは言い難いものと考える。

３）内部監査部門の対応とその問題点

（1） 社内外調査委員会報告書の状況

内部監査部門に関するコメントはほとんど

なく、「内部監査をはじめとする内部牽制機

能も十分でなかったと判断される（社外調査

委員会報告書）」、「内部監査部門のより一層

の強化、監査役を補助する仕組みの強化、法

務部等の設置などが考えられる（特別調査委

員会報告書）」と記載されている程度であっ

た。

（2） 総括

① 内部監査部門に対するコメントがほと

んどないことから、その実体は不明であ

る。

② 内部監査部門という組織設計上社長配

下にあるため、特に第２案件については、

今回のような不祥事を抑制することは困

難であるといわざるを得ない。

③ Ｆ社の内部監査部門は2005年度以降に

設置されており、設置後間もないことを

考慮すれば、有効に機能するまでには至

っていなかったものと考えられる。

しかしながら、内部監査部門は不正の兆候

を発見する機能を期待されていることから、

モニタリング機能の一部として一定の成果を

上げていなかった。特に第１案件の「仕掛

品・建設仮勘定の会計不正」では、実地棚卸

の実施、財務諸表の経年分析で容易に判明可

能であったはずである。

４）社内・社外調査委員会の報告書と会社

の対応

新たな経営陣は、社内調査委員会報告書を

基本にしつつ、外部各委員会報告書の指摘を

真摯に受け止め改善施策を実施しているもの

と想定される。その状況は、改善措置の実施

状況および運用状況を「改善状況報告書」に

て報告されている。そのポイントは以下のと

おり。

改善施策 実施状況

・生産準備中の金型・設備・検
具の棚卸の改善

・経理業務の機能純化
・経理部等の人員増強

・現場の実地棚卸を行い、部門長が承認後、
経理部にて勘定残高明細との照合を実施
（2008.12）

・取締役会等の事務局を経営企画室へ移管
（2009.6）
・2008.10以降、経理部員８名増員して26名体
制（2009.10）

（1） 経理部の管
理体制の改善

（1） 第１次過年度決算訂正の直接的原因に対応する改善措置



研究会報告

67月刊監査研究　2010．10（No.439）

改善施策 実施状況

・ＢＳ／ＰＬの分析の強化等

・監査役指摘事項への対応改善

・稟議制度の充実化

・月次、四半期、期末決算において、残高増
減表を作成し、要因分析した後、毎月役員
へ報告、承認（2009.3）

・監査役が取締役会、経営会議に出席（2009.4）

・部門ごとに稟議要領を制定（2008.11）

※改善措置の（ ）内の番号は、報告書記載番号

（5） 財務報告プ
ロセス等に関
する管理体制
の強化

（2） 第２次過年度決算訂正の直接的原因に対応する改善措置

改善施策 実施状況

・役職員へのコンプライアンス
および内部統制教育

・監査室（内部監査部門）の強
化

・契約締結に関する事項の権限
と職責を法規・知財室への移
管

・経理部門の定期人事ローテー
ション

・関係会社への定期監査

・手形小切手等の管理体制の強
化

・印鑑管理体制の整備

・子会社からの資金出金時のチ
ェック体制の強化

・コンプライアンス規程を新たに制定（2009.8）
・部課長以上の役職員に対して教育の実施

・専任２名＋兼任２名⇒専任８名（2009.9）

・法規・知財室を新設（2009.7）
・会社代表者印に係る権限と職責を総務部へ
移管（2009.7）

・経理部内の人事ローテーション実施（2009.5）
・資金実務担当者は５年を限度

・関係会社管理規程の承認（2009.8）
・一定金額以上の支払いを本社の稟議制度を
導入
・2009.7以降内部統制監査を中心に監査を実施

・経理部長、資金担当課長の二重チェックを
徹底（2009.6）

・社印等取扱規程を見直し印鑑管理規程を制
定
・監査室による運用状況の監査（2009.8）

・各子会社の支払ルールの整備を展開中
（2009.12完了予定）
・本社役員による子会社および関係会社兼務
役員のローテーション実施（2009.6）

（1） コンプライ
アンス意識の
徹底と企業風
土の改革

※改善措置の（ ）内の番号は、報告書記載番号

（2） 権限および
職責分担の適
正化

（3） 関係会社を
対象としたグ
ループ統制の
整備

（5） 当社および
連結子会社の
支払時におけ
る内部統制の
整備

（3） 今回の訂正に至った背景・原因に対して行う全社的内部統制の強化

改善施策 実施状況

・「企業憲章」および「社員
行動憲章」の周知徹底

・教育研修

・社内報による啓蒙活動、職場における啓蒙
活動、新入社員への啓蒙活動、コンプライ
アンス教育

・役員の教育（５回）、部課長の教育（５回）、
係長以下の教育（２回）を2009.2－9に実施

（1） 統制環境の
整備
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（4） 総括

Ｆ社における改善策は、本来、通常企業が

備えている規程類の整備、モニタリング機能

などの「インフラ」を整備したに過ぎないも

のである。その対応状況は、「○○を◇◇日

に実施した」、「経理部社員を□人増員した」

などというものであった。研修を実施しても

社員を増員しても、その直後から劇的に改善

されるものではない。実施することがゴール

ではなく、実施した結果、目標としていた企

業風土を構築することができたか否かが重要

である。社外調査委員会報告書でも指摘して

いるように「その理念が取締役に理解され、

現に実践される企業風土がなければ、内部統

制は強くはならず、財務報告の適正性は確保

され得ない」のである。

ワンマン経営者が築いた長期間にわたる澱

んだ企業風土の下、未整備な内部統制に依拠

して業務を遂行してきた社員と組織が、短期

間に正しい価値観を持ち、適切に行動するこ

とが果たして可能か、今後の継続的な改善活

動に負うところが大きいといえる。

健全な内部統制を企業風土として浸透させ

るためには、相当の時間を要するものと考え

る。Ｆ社の改善活動の成果は３～５年後の内

部統制の運用状況の評価および監査役、内部

監査部門の業務の適切性評価することによ

り、初めて判定されるべきと考える。
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（2009年）５月14日
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10月19日

社団法人日本監査役協会ケース・スタディ委

員会「企業不祥事の防止と監査役」平成21

年（2009年）10月２日

２．ＮＫＮ協会事例
１）ＮＫＮ協会における不祥事の概要

ＮＫＮ協会は、1975年に前理事長が任意団

体として設立。その後1992年に旧文部省より

改善施策 実施状況

・財務報告にかかる内部統制シ
ステムの確認・見直し

・役職員相互のコミュニケーシ
ョン機会の充実

・企業ヘルプラインの強化

・監査室（内部監査部門）の強
化

・内部監査の実施

・リスク委員会の再編強化（2009.3）
・法的要求事項の特定、部門リスクの洗い出
し実施

・2009.7以降、社長による全部課長とのヒアリ
ング実施
・総合連絡会での出席枠の拡大（監査役、主
担当員、顧問）

・ヘルプラインの設置（2008.12）

・専任２名＋兼任２名⇒専任８名（2009.9）

・2009.1以降に実施した内部監査のうち、「過
年度決算訂正に係る対策改善状況」を確認
し、評価を実施

（4） モニタリン
グの整備

（2） リスク委員
会の再編強化
によるリスク
評価とその対
応推進

（3） 情報と伝達
の整備
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財団法人として許可された。

同協会は、「検定ブーム」に乗った受験者

の増大もあり、2007年度末の資産総額は約73

億円にまで膨らんだ。また、前理事長または

前副理事長が代表取締役を務めるファミリー

企業４社との取引が、2006年度から2008年度

（12月末時点）の３年間だけで66億円、当初

からの17年間の総額が約250億円に上ること

が判明した。

文部科学省は2004年度以降、（1）利益の削

減、（2）特定資産の支出計画、（3）利益相反取

引、（4）役員、評議員の活動状況、等について

改善を求めていた。

３．ＭＮ社事例
１）ＮＭ社における不祥事の概要

準大手ゼネコンであるＮＭ社は、2008年６

月、東京地検特捜部による外国為替および外

国貿易法違反（以下、「外為法」）の疑いで家

宅捜索を受けた。その後、翌年１月、当時の

取締役社長の外為法違反の被疑事実による逮

捕を受け、新社長の人選による内部調査委員

会ならびに、同じく逮捕された元海外事業部

副事業部長の内部告発によって、（1）海外裏金

問題、（2）政治献金問題、（3）特別支出金の３

つの不祥事が明らかになった。
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ワンマン経営

市場軽視の経営姿勢

モラルの欠如

迅速・的確な判断の欠如

売上・利益至上主義

業績・財務内容低迷

常務会・取締役会等の形骸化

監査役の機能不全

守旧的な風土

不正慣行の放置・恒常化

粉飾決算の土壌

特定部門が聖域に

社会制度上の欠陥利用

会計監査人との癒着等

危機管理の欠如

現場教育の不徹底

緊急対応マニュアルの未整備

法令順守感覚の麻痺

リスク感覚の欠如

安全管理認識の甘さ

現場・現地任せのリスク評価

実態と合わない規制と現場実務の軋轢

組織的な隠蔽体質

コスト優先

不十分なオペレーショナルリスクの評価

従業員教育の不徹底

歪められた会計処理

制度の欠陥を悪用

統制活動の阻害

取引先の悪用

コスト優先の操業管理

業界規制法令の軽視・無視

業界常識の横行

業務分掌の集中化

二重基準の存在・運用

不徹底な操業管理

Ｆ社（1） Ｆ社（2） NKN協会 ＮＭ社

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

○

○

不祥事事例と内部統制の構成要素

Ａ
統
制
環
境

Ｂ
リ
ス
ク
の
評
価

Ｃ
統
制
活
動

別表１
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【グラフ】

Ｆ社（1）� Ａ統制環境�

Ｂリスク�
　の評価�

Ｃ統制活動 Ｄ情報と伝達�

Ｅ監視活動�

0%�

20%�

40%�

60%�

80%�

100%�

0%�

20%�

40%�

60%�

80%�

100%�

Ａ統制環境�

Ｂリスク�
　の評価�

Ｃ統制活動 Ｄ情報と伝達�

Ｅ監視活動�

0%�

20%�

40%�

60%�

80%�

100%�

0%�

20%�

40%�

60%�

80%�

100%�
Ｆ社（2）�

Ａ統制環境�

Ｂリスク�
　の評価�

Ｃ統制活動 Ｄ情報と伝達�

Ｅ監視活動�

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
ＮＫＮ協会� ＮＭ社� Ａ統制環境�

Ｂリスク�
　の評価�

Ｃ統制活動 Ｄ情報と伝達�

Ｅ監視活動�
0%�

20%�

40%�

60%�

80%�

100%�

0%�

20%�

40%�

60%�

80%�

100%�

総合的リスク管理の不全

役員・従業員教育の不徹底

会計監査人の活動阻害

情報伝達ルートの遮断

情報の隠蔽

不正確な情報伝達

情報確認後の不作為

消極的な情報公開

会計監査人への虚偽報告

内部監視機能の不徹底・無機能化

親会社の子会社への監視機能の欠如

Ｆ社（1） Ｆ社（2） NKN協会 ＮＭ社

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ｄ
情
報
と
伝
達

Ｅ監視
活動

Ｃ統制
活動

※Ｆ社（1）：会計不正、Ｆ社（2）：不正な金融支援
社団法人日本監査役協会　ケース・スタディ委員会編「企業不祥事の防止と監査役」『月刊監査役』No.562
（2009.10.31）９頁の表の各項目を基に当研究会にて作成
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別
表
２

経
営
ト
ッ
プ
の
暴
走
や
不
正
防
止
に
対
す
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
内
部
統
制
上
の
問
題
点

＜
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
よ

る
直
接
監
視
＞

株
主
等
に
よ
る
経
営
監
視

＜
執
行
監
督
機
関
＞

取
締
役
会
（
監
督
機
能
）
の

監
視
機
能

＜
執
行
監
視
機
関
＞

監
査
役
・
監
査
委
員
会
に
よ

る
監
視
機
能

＜
執
行
組
織
内
の
仕
組
み
＞

内
部
統
制
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
体
制

＜
執
行
組
織
内
の
仕
組
み
＞

内
部
監
査
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

＜
外
部
監
査
の
仕
組
み
＞

会
計
監
査
人
の
役
割

・
経
営
ト
ッ
プ
に
対
し
て
、

株
主
に
よ
る
直
接
的
な
監

督
・
監
視
機
能
を
持
つ
場

合
、
ト
ッ
プ
の
暴
走
や
不
正

防
止
の
歯
止
め
に
な
る
。

・
グ
ル
ー
プ
会
社
に
お
け
る

親
会
社
派
遣
取
締
役
に
よ
る

監
督
、
監
査
役
監
査
、
親
会

社
内
部
監
査
を
通
じ
て
良
好

な
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ

ン
ス
が
実
現
で
き
る
。

・
上
場
会
社
は
東
証
等
上
場

基
準
等
に
よ
り
経
営
監
視
体

制
の
構
築
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。

・
上
場
会
社
の
た
め
、
取
締

役
会
、
監
査
役
会
が
監
督
・

監
視
機
能
を
果
た
す
。

・
主
要
株
主
（
12
％
）
で
あ

る
Ｔ
社
の
出
身
役
員
は
、
ワ

ン
マ
ン
社
長
体
制
へ
の
監

督
・
監
視
を
発
揮
で
き
ず
、

株
主
へ
の
適
切
な
報
告
が
行

わ
れ
な
か
っ
た
。

⇒
外
部
関
係
者
に
よ
る
監
視

は
存
在
し
な
い
。

・
会
社
法
で
は
、
取
締
役
の

監
督
機
関
と
し
て
、
経
営
ト

ッ
プ
の
暴
走
や
不
正
を
防
ぐ

仕
組
み
と
し
て
設
置
し
て
い

る
。
・
ま
た
、
最
近
に
な
っ
て
、

上
場
会
社
ル
ー
ル
と
し
て
独

立
役
員
の
義
務
化
を
行
う
な

ど
、
経
営
ト
ッ
プ
か
ら
の
独

立
性
を
講
じ
て
い
る
。

・
社
長
自
ら
の
権
勢
を
強
化

し
、
取
締
役
会
を
側
近
で
固

め
、
絶
対
的
な
支
配
力
を
高

め
た
。

・
取
締
役
を
執
行
役
と
し
て

社
長
の
支
配
下
に
置
い
て
い

た
。
・
ま
た
社
外
取
締
役
も
、
監

督
・
監
視
の
機
能
を
発
揮
で

き
な
か
っ
た
。

・
取
締
役
の
監
視
機
関
と
し

て
監
査
役
を
設
置
、（
ま
た

は
外
部
取
締
役
に
よ
り
構
成

す
る
監
査
委
員
を
設
置
し
、）

取
締
役
の
執
行
状
況
を
監
視

す
る
こ
と
で
、
経
営
ト
ッ
プ

の
暴
走
や
不
正
を
防
ぐ
機
能

を
果
た
す
。

・
監
査
役
は
常
勤
１
名
、
非

常
勤
４
名
で
あ
り
、
そ
の
常

勤
監
査
役
は
T
社
の
技
術
畑

出
身
者
で
あ
っ
た
。

・
ま
た
、
監
査
役
ス
タ
ッ
フ

を
置
い
て
い
な
い
こ
と
か

ら
、
監
査
役
の
情
報
収
集
機

能
や
分
析
・
判
断
機
能
が
弱

く
、
監
視
機
能
・
提
言
力
を

発
揮
で
き
な
か
っ
た
。

・
内
部
統
制
を
充
実
さ
せ
、

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
を

構
築
す
る
こ
と
で
、
職
責
分

離
の
徹
底
、
社
内
ル
ー
ル
遵

守
や
不
正
に
対
す
る
会
社
内

の
意
識
を
高
め
る
こ
と
で
、

経
営
ト
ッ
プ
が
自
ら
の
暴
走

や
不
正
の
誘
惑
か
ら
守
る
。

・
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
構

築
が
取
締
役
会
で
決
議
さ
れ

て
い
る
も
の
の
運
用
面
に
お

い
て
、
規
程
や
社
内
ル
ー
ル

が
書
面
だ
け
の
整
備
に
留
ま

っ
て
い
た
。

・
取
締
役
会
の
審
議
過
程
も

十
分
に
行
わ
れ
て
い
な
か
っ

た
。
等
、
実
態
面
の
不
備
に
よ
り

経
営
ト
ッ
プ
の
暴
走
を
許
す

こ
と
と
な
っ
た
。

・
経
営
ト
ッ
プ
の
下
部
組
織

に
位
置
づ
け
ら
れ
る
内
部
監

査
部
門
は
、
組
織
設
計
上
、

直
接
の
抑
制
効
果
は
困
難
で

あ
る
が
、
内
部
統
制
や
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
の
Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
行
い
、
社

内
体
制
の
向
上
の
た
め
に
、

有
効
な
仕
組
み
で
あ
る
。

・
調
査
レ
ポ
ー
ト
か
ら
は
、

内
部
監
査
組
織
の
活
動
は
不

明
で
あ
る
。

・
内
部
監
査
活
動
を
有
効
に

行
っ
て
い
れ
ば
、
規
程
や
社

内
ル
ー
ル
運
用
状
況
の
問
題

点
を
取
締
役
会
で
共
有
し
、

内
部
統
制
上
の
議
論
が
熟
す

こ
と
で
、
暴
走
は
防
げ
た
可

能
性
は
あ
る
。

・
会
計
監
査
人
は
会
計
監
査

を
通
し
て
財
務
報
告
に
係
る

内
部
統
制
の
整
備
運
用
状
況

を
監
査
す
る
。

・
監
査
の
過
程
で
発
見
さ
れ

た
取
締
役
の
法
令
・
定
款
の

違
反
行
為
に
つ
い
て
監
査
役

へ
の
報
告
義
務
が
あ
る
。

・
会
計
監
査
人
非
設
置
会
社

は
、
監
査
役
が
内
部
統
制
の

整
備
運
用
状
況
を
監
査
す

る
。

（
1）
会
計
不
正

・
財
務
諸
表
固
有
の
問
題
で

あ
り
、
会
計
監
査
人
の
責
任

は
重
い
。

（
2）
不
正
な
金
融
支
援

・
会
計
監
査
に
お
い
て
不
正

な
金
融
支
援
の
問
題
点
は
一

部
を
把
握
し
て
い
た
が
、
全

貌
解
明
ま
で
至
ら
な
か
っ

た
。

経
営
ト
ッ
プ
暴
走
・

不
正
防
止
の
仕
組
み

Ｆ
社
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＜
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
よ

る
直
接
監
視
＞

株
主
等
に
よ
る
経
営
監
視

＜
執
行
監
督
機
関
＞

取
締
役
会
（
監
督
機
能
）
の

監
視
機
能

＜
執
行
監
視
機
関
＞

監
査
役
・
監
査
委
員
会
に
よ

る
監
視
機
能

＜
執
行
組
織
内
の
仕
組
み
＞

内
部
統
制
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
体
制

＜
執
行
組
織
内
の
仕
組
み
＞

内
部
監
査
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

＜
外
部
監
査
の
仕
組
み
＞

会
計
監
査
人
の
役
割

・
公
益
法
人
の
監
督
官
庁

で
あ
る
文
科
省
は
職
務
執

行
・
財
産
の
監
査
を
実
施

す
る
こ
と
で
、
監
督
・
監

視
を
行
う
。

・
文
科
省
は
実
地
検
査
を

実
施
し
た
が
、
１
年
経
過

し
て
も
改
善
に
至
ら
な
か

っ
た
。

・
評
議
員
会
（
株
主
総
会

に
相
当
）
も
機
能
し
て
い

な
か
っ
た
。

・
上
場
会
社
の
た
め
、
取

締
役
会
、
監
査
役
会
が
監

督
・
監
視
機
能
を
果
た
す
。

・
右
記
の
通
り
、
監
督
・

監
視
機
能
が
不
十
分
で
あ

り
、
ワ
ン
マ
ン
社
長
体
制

へ
の
監
督
・
監
視
を
発
揮

で
き
ず
、
株
主
へ
の
適
切

な
報
告
が
行
わ
れ
な
か
っ

た
。
⇒
外
部
関
係
者
に
よ
る
監

視
は
存
在
し
な
い
。

・
上
場
会
社
や
公
益
法
人

な
ど
株
主
や
利
害
関
係
者

の
位
置
づ
け
が
不
透
明
な

場
合
に
は
、
経
営
ト
ッ
プ

の
暴
走
を
止
め
る
仕
組
み

が
弱
い
。

・
経
営
ト
ッ
プ
の
監
督
・

監
視
組
織
に
委
ね
て
も
、

そ
の
制
度
設
計
が
拙
け
れ

ば
、
機
能
し
な
い
。

・
理
事
会
は
理
事
長
等
の
業

務
執
行
を
監
督
す
る
機
関
で

あ
る
が
、
多
く
の
理
事
は
理

事
会
に
出
席
し
な
い
、
な
ど

職
責
を
果
た
し
て
い
な
い
。

・
理
事
（
理
事
長
に
対
す
る

監
督
機
能
）
・
評
議
員
（
理

事
会
の
監
督
機
能
）
・
監
事

の
人
事
権
が
理
事
長
に
集
中

し
て
い
る
、
な
ど
理
事
長
の

暴
走
を
止
め
る
仕
組
み
が
な

か
っ
た
。

・
取
締
役
会
は
、
定
款
や
社

内
規
程
な
ど
の
形
式
的
な
用

件
を
整
え
る
だ
け
で
、
実
情

は
諸
問
題
が
議
題
と
し
て
上

程
さ
れ
た
こ
と
が
な
い
、
な

ど
形
骸
化
し
て
い
た
。

・
管
理
部
門
出
身
の
社
長

は
、
管
理
部
門
を
長
期
に
押

さ
え
る
こ
と
で
自
ら
の
業
務

を
聖
域
化
し
、
取
締
役
会
で

異
議
を
唱
え
ら
れ
る
状
況
で

な
か
っ
た
な
ど
、
取
締
役
会

は
監
督
・
監
視
の
役
割
が
発

揮
で
き
な
か
っ
た
。

・
現
状
は
、
取
締
役
執
行
機

関
と
監
督
機
関
の
未
分
離
、

取
締
役
の
独
立
性
が
確
保
さ

れ
て
い
な
い
た
め
、
経
営
ト

ッ
プ
の
暴
走
を
止
め
る
仕
組

み
が
弱
い
。

・
監
事
の
人
事
権
は
理
事
長

が
保
有
し
て
い
る
た
め
、
制

度
上
の
欠
陥
が
あ
る
。

・
常
任
の
監
事
を
置
い
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
理
事

会
で
本
来
議
論
す
べ
き
事
項

に
つ
い
て
の
提
言
を
行
っ
て

お
ら
ず
、
監
視
機
能
を
発
揮

で
き
な
か
っ
た
。

・
取
締
役
会
に
出
席
し
て
い

る
監
査
役
は
、
左
記
の
通
り

形
骸
化
し
た
取
締
役
会
の
運

営
に
対
し
て
意
見
を
述
べ
、

取
締
役
会
の
健
全
化
に
動
い

た
事
実
が
確
認
で
き
な
か
っ

た
。

・
建
設
業
界
が
抱
え
る
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
諸
問
題
に
つ

い
て
は
、
積
極
的
に
意
見
を

出
す
こ
と
で
、
経
営
ト
ッ
プ

の
暴
走
を
防
げ
た
可
能
性
は

あ
っ
た
。

・
実
質
的
な
監
査
役
の
選
任

は
社
長
が
持
つ
ケ
ー
ス
が
多

く
、
ま
た
、
監
査
役
の
専
門

性
や
監
査
役
ス
タ
ッ
フ
が
脆

弱
な
た
め
そ
の
機
能
は
弱

い
。
結
果
的
に
必
要
な
役
割

を
果
た
し
て
い
な
い
監
査
役

が
多
い
、
な
ど
会
社
法
で
求

め
て
い
る
機
能
と
実
態
が
乖

離
し
て
い
る
。

・
調
査
報
告
で
は
、
内
部
統

制
の
充
実
や
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
活
動
に
つ
い
て
、
全
く

触
れ
て
お
ら
ず
、
活
動
が
行

わ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
が

推
定
さ
れ
る
。

・
誰
か
が
、
公
益
法
人
と
し

て
の
ル
ー
ル
な
ど
を
浸
透
さ

せ
る
こ
と
で
理
事
長
の
暴
走

を
止
め
ら
れ
た
可
能
性
は
残

る
。

・
発
生
し
た
不
祥
事
に
共
通

す
る
原
因
は
コ
ー
ポ
レ
ー

ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
機
能
不

全
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意

識
の
欠
如
、
隠
蔽
体
質
で
あ

っ
た
。

・
長
期
に
わ
た
る
麻
痺
感
覚

に
よ
り
更
に
経
営
ト
ッ
プ
の

暴
走
を
許
す
こ
と
と
な
っ

た
。

・
形
式
的
な
内
部
統
制
や

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
体
制
整

備
ま
で
と
な
っ
て
お
り
、
実

効
性
の
あ
る
仕
組
み
作
り
ま

で
至
っ
て
い
な
い
。

・
調
査
レ
ポ
ー
ト
か
ら
は
、

監
事
に
よ
る
業
務
監
査
活
動

は
不
明
で
あ
る
。

・
業
務
監
査
活
動
を
有
効
に

行
っ
て
い
れ
ば
、
公
益
法
人

と
し
て
の
ル
ー
ル
遵
守
や
運

用
状
況
に
お
け
る
課
題
等
を

理
事
会
で
共
有
し
、
内
部
統

制
上
の
議
論
を
進
め
る
こ
と

で
、
暴
走
は
防
げ
た
可
能
性

は
あ
る
。

・
財
務
報
告
の
内
部
統
制
導

入
に
伴
い
、
内
部
監
査
部
門

を
設
置
し
た
が
、
そ
の
活
動

は
Ｊ
－
Ｓ
Ｏ
Ｘ
対
応
に
限
定

さ
れ
て
い
た
も
の
と
推
定
さ

れ
る
。

・
内
部
監
査
活
動
を
有
効
に

行
っ
て
い
れ
ば
、
規
定
や
社

内
ル
ー
ル
運
用
状
況
の
問
題

点
を
取
締
役
会
で
共
有
し
、

内
部
統
制
上
の
議
論
が
熟
す

こ
と
で
、
暴
走
は
防
げ
た
可

能
性
は
あ
る
。

・
内
部
監
査
活
動
が
未
着
手

で
あ
る
た
め
、
実
効
性
の
あ

る
内
部
統
制
や
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
体
制
が
構
築
で
き
て

い
な
い
。

・
内
部
監
査
部
門
の
設
置
や

体
制
の
充
実
等
は
経
営
者
に

依
存
す
る
た
め
、
経
営
者
不

祥
事
の
抑
止
に
は
限
界
が
あ

る
。

・
一
時
、
会
計
監
査
人
に
よ

る
監
査
を
実
施
し
、
新
会
計

基
準
に
よ
る
決
算
報
告
書

（
案
）
を
理
事
長
へ
提
出
し

た
も
の
の
、
受
け
入
れ
ら
れ

な
か
っ
た
。

・
そ
の
後
、
文
科
省
か
ら
会

計
監
査
人
に
よ
る
監
査
を
要

請
さ
れ
て
い
る
。

・
調
査
委
員
会
報
告
書
か
ら

は
会
計
監
査
人
が
ど
の
よ
う

な
対
応
し
た
か
は
不
明
で
あ

る
。

・
会
計
監
査
人
に
よ
る
監
査

は
経
営
者
不
祥
事
に
対
し
て

は
限
界
が
あ
る
も
の
の
、
一

定
の
監
視
機
能
を
担
う
責
任

は
あ
る
。

Ｎ
Ｋ
Ｎ
協
会

Ｎ
Ｍ
社

共
通
す
る
課
題
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別表３
自分がその内部監査人（監査役）だったら

全般的所感等

・不正に関して私が通常監査しているのは、予防的統制・発見的統制が適切であるかどうかであり、具体
的には社内規定等の整備状況および運用状況を見ている。不正そのものの発見を目指して監査を行うこと
は、事前に不正の存在に関する有力な情報を得ていない限り、ない。したがって、不正が発見できるとす
れば、何らかの目的でサンプリングしたものの中にたまたま不正があったときだけであろう。
・上記３社のケースで、私が不正そのものを発見できる可能性は低い。

・私は歯に衣着せずにものを言う方であるが、トップの意志が強く反映した案件については婉曲な監査意
見にしていると思う（不正に限らず、コンプライアンス上の問題、リスク管理上の問題も含め）。ただし、
これまでのところ、目をつぶったことはない。
・内部監査にしても監査役監査にしても、通常の定例監査をして発見される不正は少ないと考える。私の
不正・不適切計上に関する監査手法は、日頃から自ら不正リスク評価を行いリスクの所在を想定しつつ、
日頃からコミュニケーションを取りながら社長はじめ経営陣・上司の変な噂や風評、社員（特に経理財務
マン）が心配している会社の状況、経営者の評判等を聴取、感知・察知するようにしている。その上で監
査の冒頭に、社長・副社長から、本部・部門・支社監査ならびに本部長・部門長・支社長から、会社と部
門のリスク評価をしてもらい、不正リスクの可能性や所在を特定する。その上で不正リスクの可能性に焦
点を当てて集中的に監査を行い、後から露呈しても内部通報があっても、監査に不足はなかったと自分で
言えるところまでは監査をすることにしてきた。

・常勤監査役として、内部監査部とはよくコミュニケーションを取り、内部監査のチェックリスト等に基
づく詳細な監査でおかしい、その影響度が大きい、それが１例ではない、同じ部署・支社に集中している、
どうも上司からの指示が出ている可能性がある、という事例が出て来たら即監査役に知らせて欲しい、と
打ち合せしていた。この内部監査と監査役の連携体制が出来上がっていると社内で認識されると、内部監
査は随分とスムースにできるようになったと報告を受けている。

・子会社の監査役として、常に親会社の社長・ＣＦＯには太いパイプがあると理解していたので、経営陣
の判断が不適切な処理と後から言われないようにしよう、経理上の見積もりも常に保守的・健全な処理を
しよう、重要な事項は何でも監査役には理解してもらおう、という監査環境が整備できていたと思う。一
方、親会社からの子会社にとり理不尽な要求に対しては、経営陣の味方に立って闘う姿勢を貫いた。最初
の頃は内部統制ばかり立派になっても業績が悪くて潰れるのではないか、と揶揄された時期もあったが、
「内部統制は経営管理体制そのものだから、それが良くなれば必ず会社も良くなる」と経営陣を励ました。

・Ｆ社もＮＫＮ協会も内部管理体制が非常にお粗末な事件と考える。まともな内部監査部門があれば、両
者とも容易に発覚し、行為の差し止めが可能だったはずである。

・ＮＭ社のケースでは、３つの不祥事ケースのテーマ監査を実施するなら不正は発見できる可能性は高い
と思うが、そもそも内部監査は社長から依頼されて行うものなので、社長が不正に関与している場合には、
依頼そのものがこないはず。よって、依頼がない場合は、直接、内部告発が内部監査部門にくるような仕
組みになっていなければ、発見自体は難しいと思う。

・ＮＭ社のケースでは、コンプライアンス態勢の不全が主な原因であり、内部監査の立場というより、内
部監査人（ＣＩＡとして）の倫理感に基づいて、コンプライアンスオフィサーに改善を求めるべきもの。
コンプライアンスオフィサーの対応が悪ければ様々の場面で取締役や監査役に注意喚起する。

・ＮＭ社の場合、恒常的かつ組織ぐるみとのことなのでこのような組織の内部監査人としては無力感はあ
るが、時間をかければ体質を変えていくことは可能である。最終的には、社長の信頼を勝ち得て、その上
で、「世の中が変化しており、コンプライアンス遵守の流れであること」を説得する。そのためには、４～
５年をかけて、先ずは身の回りの監査の質を向上させ、効果に結びつく実績を上げて、社長や経営幹部の
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信頼を得ることが必要である。こうして、熱意を持って進言すれば、必ず効果が出るものと信じている。

・ＮＭ社は非常に古い風土が残る業界にあり、当時のトップは管理部長を９年務めて会社の仕組を握った
後、超ワンマン社長として君臨していた。本来法律で４年間職を守られている監査役が何も言えない統制
環境で、自分が内部監査室長でも何もできなかったと思う。常にクビを恐れる状況では（大変不本意なが
ら）、自分が少し怪しい雰囲気を感じたくらいで徹底調査には取り組まない可能性が大だと考える。ただ、
内部監査室長の自分に内部告発的なものがあった場合は、その問題から逃げて通報者を落胆させ、毎日鬱
屈した気持ちで自分の情けなさを責め続けるのも辛いので、「信頼できる」監査役に相談を持ちかけ、その
段階で職を賭しそれがワークしなければ、その筋への内部告発等の行動に移る可能性もある（その際はあ
る程度証拠めいたものがあるのが前提だが…）。したがって、内部監査が「トップの不正」に貢献するには、
外部取締役主体の監査委員会のある体制か、強い外部監査役や親会社から来た同じく強い監査役が支援し
てくれるのが最低限の条件ではないだろうか。

Ｆ社

問題点
自分が内部監査のメンバーだった場合、

監査において問題点を発見できるか

自分が内部監査部門長だった場合、

監査報告書にどう記載するか

仕掛品・建
設仮勘定の
誤謬

・仕掛品については上場会社であれば最低年
２回の実地棚卸の対象となる。本件は棚卸差
異として把握される問題である。製造業を営
む上場会社が実地棚卸差異について何ら調査
せず何年も放置していたというのは実務上考
えられない。実地棚卸は製造業を営む会社全
体の極めて重要な年中行事であり、何も内部
監査部門だけの問題ではない。本来重大な棚
卸差異があれば、全社（あるいはそれが発覚
した工場）一丸となって調査するのが常識で
ある。

一方、製造業の内部監査部門は、会社（工
場）が実施する実地棚卸結果をレヴューする
ことは、極めて有効な手続である。工場や製
造現場の日ごろの管理体制が容易に把握でき
るからである。本件の修正金額から推定する
と極めて多量の金型等がなかったはずであ
り、相当の棚卸差異が発生していたものと推
定される。したがって、実地棚卸さえ適正に
行われていれば、本件は会社（工場）全体の
問題として浮かび上がってくるだろうし、内
部監査部門も容易にそれを知りうると考え
る。社内調査報告書は、経理部員の人数不足
を理由に挙げるが、これは経理部門の問題で
はない。会社（工場）全体の問題である。

・建設仮勘定は、その仮勘定という性質ゆえ、
例えば有形固定資産の棚卸の対象外となる可
能性がある。しかも有形固定資産の棚卸自体
も棚卸資産ほど反復継続的に実施されないの
が通常である。しかし、本件の場合、各事業

・重大な実地棚卸差異が把握されているのに
適正な調査がなされていない。早急に差異の
原因を調査すべきである。
・建設仮勘定の残高が異常な増加傾向にある
が、建設済みで本勘定に振り替えられていな
いものが残っている可能性がある。至急詳細
な調査が必要である。
・発見すれば監査報告書に記載する。
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問題点
自分が内部監査のメンバーだった場合、

監査において問題点を発見できるか

自分が内部監査部門長だった場合、

監査報告書にどう記載するか

経理担当役
員によるＢ
Ｄ社への不
正な金融支
援

年度の建設仮勘定の残高が、その仮勘定とい
う経過的な性質から考えて異常な膨張を示し
ている。この異常な膨張に気がつかない内部
監査は内部監査といえない。これは外部監査
人も全く同様である。

・財務諸表は会計監査人監査の対象分野であ
り、事前に不正・誤謬の発生を疑わせる情報
を得ていない限り、監査計画策定段階で監査
対象としていない。

・経理担当役員の行為は社内規定違反であ
り、早急の改善を望む。
・決裁権限違反は各部門で多数発生していた
ようであり、一般論として取締役会の決裁権
限が実態に合っていないことを記載する。
・コンプライアンス推進部門の設置、コンプ
ライアンス施策の実施は記載する。
・経理部の職責分離は記載する。
・H18/5/9付内部統制決議に基づく諸規定の
改正が遅れていることは記載する。

ＮＫＮ協会

問題点
自分が内部監査のメンバーだった場合、

監査において問題点を発見できるか

自分が内部監査部門長だった場合、

監査報告書にどう記載するか

公益事業に
おいて多額
の利益を生
じている。

特定資産の
積立基準、
今後の具体
的な支出計
画等が明確
でない。

・協会単体ベースで「公益法人指導監督基準」
を大幅に超える利益を生じていることは発見
できる。
・多額の利益を上げていることは発見できる。
公益法人が利益を指向してはならないことを
理解していても、どこまでが適正でどこから
が多額なのかの判断が難しい。

・監査対象としない可能性が高い（監事監査
の対象分野）。ワンマン理事長に、この協会
を外部から指弾を受けないためには、何を遵
守すべきか、何をきちんと説明できるかどう
かの一点に尽きると思う。

・理事長が公益法人化によるメリットの享受
のみを余りに求め過ぎ、その代わりにどのよ
うな義務や規制が入るか、どのような基準を
遵守しないといけないかを理解していない、
それ以前の自分がオーナーだという意識のま
ま協会化後も行動したこと、これがすべてだ
ったと思う。この辺りをきちんと理解して説
明できる内部監査人でも監事でもいたら、は
たまた評議委員でも理事でもいたら、最悪は

・理事長ワンマン体制を考えると、改善提案
として検定料の値下げを監査報告書に記載す
るには相当の覚悟をしなければならず、どの
ような監査報告にするか悩ましい。
・おそらく記載しない。

・監事を実質任命するのが理事長なので、理
事長の意に沿うことしか言わない、やらない
可能性は高い。普通は黙っておく、見逃すこ
とになるであろう。しかし、ワンマン理事長
と本当に親しいならば、「こんなことやって
るとまずいことになるぞ」というアドバイス
は可能であろうと思われる。つまり、監査報
告の前にやらねばならないことがある。監事
(監査役)のクビをかけても行動できるか、そ
ういう人間関係をワンマン理事長と作れるか
に尽きる。

・発見事項は監査報告書に記載する。
・確認したものは「監査報告書」に記載する。
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問題点
自分が内部監査のメンバーだった場合、

監査において問題点を発見できるか

自分が内部監査部門長だった場合、

監査報告書にどう記載するか

理事が代表
者を務める
会社との取
引に関し、
その必要性
等が不明瞭
である。

資料館用の
土地建物は、
購入後５年
以上経過し
た現在にお
いても、所
期の目的と
しての運営
がなされて
いない。

供養塔は、
寄 付 行 為
（定款）に定
められた事
項に鑑みる
と目的外支
出に当たる。

業務運営に
当たり、理
事長、理事
会、監事、
評議員会が、
その役割を
適切かつ十
分に果たす
必要がある
ところ、そ
のような状
態にあると
は言い難い。

文部科学省に報告するとの切り札を見せなが
ら複数人が共同で行動できたら、ワンマン理
事長の不正は止められたと思う。その監査環
境の改善の上でなければ良い監査ができない
と思う。そのことをワンマン理事長はわから
ない程のヒトではないと感じるのは甘いだろ
うか。

・①利益相反取引が行われていること、②利
益相反取引に関する内部統制に不備があるこ
とは発見できる。
・内部監査ではそこまで見ていない。監事
（監査役）の役割と思う。監事は利益相反取
引を知りうる立場であった。

・建築基準法等は不案内であり、購入目的で
ある資料館として利用できないことを発見で
きない可能性が高い。
・内部監査では、購入時の稟議手続の確認を
行うが、その後の状況については確認してい
ない。稟議手続時に、建築基準法まで監査室
で調べることはしていないので、問題点を発
見できなかった可能性が大きい。

・寄付行為上目的外支出にあたることに気づ
かない可能性がある。
・寄付行為上目的外支出には気づかない可能
性が大きいが、世間常識から疑問がある。

・監査対象としない可能性が高い（監事監査
の対象分野）。
・内部監査の範囲外。監事（監査役）の役割
と思います。監事は理事会、評議員会へ出席
しており、役員の出席状況等は知っていた。

・基本的に監事監査の対象分野であり、監事
と相談。
・監査役として、理事会で利益相反取引につ
いて承認の必要がある等の、指摘はできる。
指摘に対し改善が進まない時に、何度も指摘
を繰り返せるかは疑問。その時は、退任の覚
悟がいる。

－

・供養塔には理事長の思い入れがあるようで
あり、発見できた場合どのような監査報告に
するか悩ましい。
・直接、内部監査で指摘することはしない。
監事（監査役）と対応を協議し、その結果
「監査報告書」に記載する

・自分が監事だったら、役員会の日程調整等
の提言はできたと思われるが、どこまで繰り
返せたかは疑問である。
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ＮＭ社

問題点
自分が内部監査のメンバーだった場合、

監査において問題点を発見できるか

自分が内部監査部門長だった場合、

監査報告書にどう記載するか

海外裏金問
題

政治献金問
題

特別支出金

・ＮＭ社は2007年9月頃海外裏金問題の嫌疑
を抱いたとのことであり、それ以前は監査計
画上監査対象とはならず、またペーパーカン
パニーを含む多数の海外現地法人にまたがる
不正であるため一般的な業務監査の中でも発
見できなかったと思われる。同嫌疑が内部監
査部門に伝われば、当然に監査計画を変更し
てでも当該監査を行う。関連部門、現地法人
の協力が得られれば、時間はかかるであろう
が「報告書」記載の事実は解明できると思う。

・この会社の統制環境では、一般的な業務監
査の中でも発見できなかったと思う。同嫌疑
が内部監査部門に伝われば、上司の監査室長
に特別監査を提案するが部下の自分が上司の
了解なしで監査断行はできない。

・内部監査部門の誰かが当該政治献金をする
よう言われない限り、発見は不可能である。
ただし、特別賞与制度の存在に気づいた場合、
明らかにうさん臭いことと感じると思うの
で、内部監査メンバーとして部門長に対して、
内部監査実施の提案を行う。

・コンプライアンス問題であるので、「政治
献金をするよう言われた」「特別賞与制度の
目的」が確認された場合、内部監査の対象と
する以前にコンプライアンスオフィサーに通
報もしくは注意喚起する（特別賞与制度など
は同僚が巻き込まれているので、すぐに情報
がはいるような開かれた内部監査組織であれ
ば監査実施以前に把握されなければならな
い）。

・特別支出金というテーマでの内部監査をし
ない限り、特別支出金の存在を発見できない
と思う。仮に、特別支出金のテーマ監査を行
い、その存在を発見した場合は、政治献金同
様、内部監査メンバーとして部門長に対して、
内部監査実施の提案を行う（５億円規模の支
出に対し、監査法人からはマネジメントレタ
ーくらいは書かれていたかもしれない）。
・通常の勘定科目外であれば必ずチェックす
ることになるので発見できる。

・監査報告書という公式な形式ではなくと
も、何らかの報告は経営者および監査役にす
る。
・先ずは、事実確認のために調査実施を命ず
る。または、弁護士等を起用して自ら調査を
行う。
・海外副部長を追いかけて社長の影がちらつ
いたらビビると思う。信頼できる監査役等に
相談できなければ途中で断念する可能性もゼ
ロではない。

・仮に政治献金の事実を発見してしまった
ら、監査報告書に記載するか、内部告発など
を考える。
・社長およびコンプライアンスオフィサーに
事実関係を問いただす。⇒通常は すぐに取り
やめるはず。

・噂や疑いだけで社長の不正監査はできない
ので、水面下で（幹部に知られずに）インタ
ビューをし、証拠めいたものがあれば、監査
役に持ち込み、外部への内部告発も考慮する。

・発見事項は監査報告書に記載する。
・会計監査または内部監査で発見する事項。
発見されれば、会計監査・内部監査の報告書
への対応が行われるべきであり、監査役監査
では その対応について確認する。対応が不十
分であれば、程度にもよるが監査役意見とし
て改善を求める。
・もし発見事項があれば監査報告書に記載す
るが、社長に握りつぶされた可能性大。何回
もはできないと思う。ただし、ひどい処遇を
受けたら職を賭して戦う（その最悪事態に対
し周到な準備はしておく）。
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問題点
自分が内部監査のメンバーだった場合、

監査において問題点を発見できるか

自分が内部監査部門長だった場合、

監査報告書にどう記載するか

コーポレー
ト・ガバナ
ンスの機能
不全

コンプライ
アンス意識
の欠如

・経営監視機能の不備：監査対象とはしない
（監査役監査の対象分野）。
・管理監督体制の欠陥：「報告書」の記述が
抽象的なため、コメント不可。
・リスク管理体制の機能不全：事業リスク担
当部門が不明確であること、リスク評価の未
実施、リスク管理マニュアル未作成等は、監
査で発見できる。

・指揮命令系統の機能不全：社内規程に不備
があることは発見できる。ただし、慣行（不
文法）によることによる具体的な弊害が発見
できるか（できないと改善提案することは難
しい）。
・重要取引に関する審査機能：同上
・一部の役員への権力集中：監査対象とはし
ない（監査役監査の対象分野）。

・各部門の監査から、役職員のコンプライア
ンスに対する意識が低く、コンプライアンス
委員会の施策が効果を上げていないこと、内
部通報制度が不十分なことは発見できる。

・発見事項は監査報告書に記載する。
・もし監査機会があり、発見事項があれば監
査報告書に記載するが、これは基本的に監査
役の担当と思う。

・発見事項は監査報告書に記載する。
・監査役と意見交換し監査役に書いてもらう
かバックアップしてもらえれば報告書に書く。




